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※役員・監事は除く
※2023年3⽉31⽇時点

※監事も含む
※2023年3⽉31⽇時点
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※全職員及び各職種の⼈数のうち、⼥性の占める割合

採⽤数⼥性割合

⼈数（⼈）
216退職者数
116うち定年退職者数
８うち早期退職者数
37うち任期満了者数

事務職経験者採⽤者割合
割合（％）
45.72022年度
11.12021年度
02020年度

退職者数

※総合職採⽤者のうち、経験者採⽤者の割合

※出向者、⼈事交流辞職者、業務外死亡者は除く



残業時間（時間）
21.5研究職（定年制）
22.9研究職（任期付）
21.3事務職（定年制）
18.1事務職（任期付）

平均年間給与額
⾦額（万円）
923研究職
660事務職

平均残業時間（１か⽉）

定期健康診断の受診率
受診率
（％）

全数
（⼈）

受診者
（⼈）

99.62,9942,982定期健康
診断

健康相談（⾯談）の状況
回数（回）
4,242全体
1,091うち産業医⾯談
3,151うち産業保健スタッフ⾯談

平均年次有給休暇取得⽇数
取得⽇数（⽇）
11.4年次有給休暇

２．労働安全衛⽣・ワークライフバランス

受講者
（⼈）

研修
コース（数）⽬的研修別

45011
特定の階層ごとに職務遂⾏上必要となる知識・能⼒等を
習得する。
例）新規採⽤職員研修、若⼿職員地域センター研修、中
堅職員研修

階層別研修

6,38531

特定分野（産学官、知財、⼈事等）の知識、スキルなど
を習得し、⾃⼰の職務遂⾏能⼒の向上、キャリアパス設
計などを図る。
例）知的財産基礎研修、アントレプレナーシップ研修、
ITスキル研修、研究管理者研修、⼤学院派遣研修

分野別研修

6,2012
産総研の組織倫理・ルールに対する認識を徹底すること
を⽬的とする。
例）産総研のあらまし、研究成果の管理と活⽤、労務管
理研修

職員等基礎
研修

13,03644合計

研修⼀覧

勤務形態
割合（％）
38フレックス
60裁量労働制
2標準時間制

※管理監督者及び機密事務取扱者を除く。2023年3⽉31⽇時点

※フレックス及び標準時間制のみ



数値
85.8研究職
101.0うち20代
96.0うち30代
92.0うち40代
92.9うち50代
84.7事務職
95.2うち20代
93.6うち30代
91.9うち40代
98.3うち50代

⼥性管理職
割合
（％）

うち⼥性
（⼈）

管理職
（⼈）

10.345436全体
6.720299うち研究職
18.225137うち事務職

男⼥賃⾦格差

休暇・休業取得実績
⼥性
（⼈）

男性
（⼈）

全体
（⼈）

107122229⼦の看護休暇

223153育児特別休暇

223658育児休業

245175介護休暇

112介護休業

育児⽀援のための在宅勤務制度
⼥性
（⼈）

男性
（⼈）

全体
（⼈

４４８制度利⽤者

補助員雇⽤⽀援制度
⼈数（⼈）
22審査採択者

障がい者雇⽤
割合（％）
2.89障がい者雇⽤

外国⼈⽀援活動
回数（回）
２セミナー
11ニュースレター
130相談

キャリアカウンセリング
回数（回）
200キャリアカウンセリング

各種セミナー・研修
回数（回）
6WLBランチ会
1WLBセミナー
1ダイバーシティセミナー
2キャリア形成⽀援研修

３．ダイバーシティ＆インクルージョン

※育児や介護等で研究実施に必要な時間の確保に苦労する状況にある
研究職員に対し、補助員の雇⽤⽀援を⾏う制度

※特殊法⼈等法定雇⽤率2.6％を達成

※男性の給与を100としたときの⼥性の給与⽔準
※全国平均は75.2（内閣府HP
https://www.gender.go.jp/research/weekly_data/07.html より）


